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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第14期

第２四半期累計期間

第15期
第２四半期
連結累計期間

第14期

会計期間
自 平成25年２月１日
至 平成25年７月31日

自 平成26年２月１日
至 平成26年７月31日

自 平成25年２月１日
至 平成26年１月31日

売上高 (千円) 1,864,812 2,366,077 4,155,243

経常利益 (千円) 230,114 213,195 427,494

四半期(当期)純利益 (千円) 137,737 126,835 253,462

四半期包括利益又は包括利益 (千円) － 126,523 －

純資産額 (千円) 1,231,050 2,105,373 1,941,742

総資産額 (千円) 2,074,471 3,515,341 2,978,322

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 33.21 27.62 59.80

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 30.43 26.74 55.21

自己資本比率 (％) 59.2 58.9 65.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 92,905 230,019 320,852

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △63,825 △1,877 △118,483

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 14,700 8,500 602,636

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,448,362 2,446,228 2,209,586
 

 

回次
第14期

第２四半期会計期間

第15期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年５月１日
至 平成25年７月31日

自 平成26年５月１日
至 平成26年７月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 18.31 13.87
 

(注)１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２　当社は当第２四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しておりますので、第14期第２四半期連

結累計期間、第14期第２四半期連結会計期間及び第14期連結会計年度に代えて、第14期第２四半期累計期

間、第14期第２四半期会計期間及び第14期事業年度について記載しております。

３　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　なお、当第２四半期連結会計期間において株式会社トキオ・ゲッツの株式を取得し子会社化したことに伴い、当第

２四半期連結会計期間より同社を連結の範囲に含めております。この結果、当社グループは、平成26年７月31日現在

では、当社及び連結子会社２社により構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 
２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、株式会社トキオ・ゲッツの株式を取得し子会社化したことに伴い、当

第２四半期連結累計期間より四半期連結財務諸表を作成しておりますので、前年同四半期等との比較分析は行ってお

りません。また、株式会社トキオ・ゲッツの決算日である平成26年５月31日をみなし取得日とし、第２四半期連結決

算日との差異は３ヶ月を超えないため、当第２四半期連結累計期間は貸借対照表のみを連結しております。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税率引き上げに伴う反動減が見られるものの、政府によ

る経済政策及び日銀による金融緩和の効果により、円高是正や株高傾向が続き、景気は緩やかな回復基調で推移い

たしました。

このような状況のもと、2013年度の国内の電子書籍市場規模は936億円(前年比28.3％増）であり、電子雑誌市場

と合わせると1,013億円であったと推測されています。そして、2018年度には、電子書籍市場は、2013年度の約３倍

の2,790億円程度になると予想されており、今後も、堅調な市場の拡大が見込まれております。（出典：平成26年７

月株式会社インプレス「電子書籍ビジネス調査報告書2014」）

また、電子書籍を閲覧する端末においても、高精細で画面サイズの大きいスマートフォンやタブレット端末か

ら、機能を制限した安価な端末まで登場し、端末の選択肢が広がることで利用者の裾野の拡大が見込まれておりま

す。

このような事業環境のもと、当社では品揃えNo.1、使い易さNo.1、サービスNo.1を基本方針に据えて取り組んだ

結果、当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高2,366,077千円、営業利益212,972千円、経常利益

213,195千円となり、四半期純利益は126,835千円となりました。

 

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

① 電子書籍配信

当第２四半期連結累計期間は、コミックの強化とともに一般書籍の拡充にも力をいれた結果、平成26年７月末

時点の取扱い数は、240,050冊（内訳：男性漫画54,180冊、女性漫画49,650冊、総合図書124,740冊、その他

11,480冊）となりました。コミックにおいては７月に取扱い数が10万冊を超え、紙では入手が困難な作品から新

作まで豊富なラインナップまでを取り揃え、質と量の拡充に努めました。販売促進施策としては、利用端末から

新規顧客の誘導を図るため、NECパーソナルコンピュータ株式会社や華為技術日本株式会社（ファーウェイ・ジャ

パン）などから発売されたタブレット端末に当社のブックリーダーアプリおよび当社のサイトで利用できるeBook

図書券を同梱しました。

　以上の結果から、当第２四半期連結累計期間の売上高は、2,199,009千円となりました。

② 電子書籍提供

当社からの提供点数の増強及び各種キャンペーンにより、当第２四半期連結累計期間の売上高は、114,348千円

となりました。

③ その他の事業

主としてeBook図書券の販売及び航空機内向けサービス等により、当第２四半期連結累計期間の売上高は、

52,718千円となりました。

 

　(2) 財政状態の分析

（資産の部）
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当第２四半期連結会計期間末における総資産は、3,515,341千円となりました。

流動資産は3,217,459千円となりました。主な内訳につきましては、現金及び預金が2,496,344千円、受取手形

及び売掛金が608,199千円であります。

固定資産は297,882千円となりました。主な内訳につきましては、無形固定資産が204,195千円、投資その他の

資産が51,400千円であります。

　（負債の部）

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は、1,409,968千円となりました。主な内訳につきましては、買

掛金が807,770千円、未払法人税等が118,612千円であります。

　（純資産の部）

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は、2,105,373千円となりました。主な内訳につきましては、

資本金が523,157千円、資本剰余金が534,168千円、利益剰余金が1,098,795千円であります。

 

　(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は2,446,228千円となり

ました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりです。

 

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得た資金は230,019千円となりました。この主な資金増加要因としては売上高の伸長による税金

等調整前四半期純利益の計上213,195千円及び仕入債務の増加額89,643千円によるものであります。これに対し

て主な資金減少要因としては法人税等の支払額89,698千円及び売上債権の増加額75,556千円によるものでありま

す。

 
　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は1,877千円となりました。これは主に連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得

による収入39,187千円によるものであります。これに対して主な資金減少要因としては無形固定資産の取得によ

る支出が23,079千円及び有形固定資産の取得による支出が10,515千円発生したことによるものであります。

 
　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得た資金は8,500千円となりました。これは新株予約権の行使に伴う新株の発行によるものであ

ります。

 

　(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた事項は

ありません。

 

　(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 7,000,000

計 7,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年９月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,798,400 4,798,400
東京証券取引所
（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限りのない当社の標準
となる株式であります。
また、１単元の株式数は、100
株であります。

計 4,798,400 4,798,400 ― ―
 

(注) 「提出日現在発行数」欄には、平成26年９月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年５月１日～
平成26年７月31日

― 4,798,400 ― 523,157 ― 423,157
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(6) 【大株主の状況】

平成26年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

京セラコミュニケーションシス
テム株式会社

京都府京都市伏見区竹田鳥羽殿町６ 400,000 8.34

株式会社イーブックイニシア
ティブジャパン

東京都千代田区神田駿河台２－９ 200,000 4.17

株式会社小学館 東京都千代田区一ツ橋２－３－１ 160,000 3.33

小出 斉 東京都目黒区 150,000 3.13

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口９）

東京都中央区晴海１―８―１１ 116,000 2.42

鈴木 雄介 神奈川県三浦郡葉山町 85,000 1.77

資産管理サービス信託銀行株式
会社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海１―８―１２ 83,800 1.75

ザ　バンク　オブ　ニユ－ヨ－
ク　ノントリ－テイ－　ジヤス
デツク　アカウント
（常任代理人　株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行）

GLOBAL CUSTODY, 32ND FLOOR ONE WALL
STREET, NEW YORK NY 10286, U.S.A.
（東京都千代田区丸の内２―７―１）

62,300 1.30

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１―８―１１ 59,700 1.24

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２―１１―３ 57,600 1.20

計 ― 1,374,400 28.64
 

（注）みずほ証券株式会社及び共同保有者２社から、各社連名で提出した平成26年７月７日付の大量保有報告書の変更

報告書(No．１)の写しの送付があり、平成26年６月30日現在での保有株数の報告を受けておりますが、当社として当第

２四半期連結会計期間末現在における実質保有株式数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況には含めてお

りません。　

なお、当該報告書の記載の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１―２―１ 55,800 1.16

みずほ投信投資顧問株式会社 東京都港区三田３―５―２７ 273,900 5.71

計 － 329,700 6.87
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式   200,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,595,800 45,958

単元株式数は、100株であります。
完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準と
なる株式であります。

単元未満株式 普通株式　　　2,600 ― ―

発行済株式総数  　　　　4,798,400 ― ―

総株主の議決権 ―  ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成26年７月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社イーブックイニ
シアティブジャパン

東京都千代田区神田駿河
台２－９

200,000 ― 200,000 4.17

計 ― 200,000 ― 200,000 4.17
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

なお、当社は当第２四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報は記載しておりま

せん。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年５月１日から平成

26年７月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年２月１日から平成26年７月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

          (単位：千円)

          当第２四半期連結会計期間
(平成26年７月31日)

資産の部  

 流動資産  

  現金及び預金 2,496,344

  受取手形及び売掛金 608,199

  商品 618

  仕掛品 15,266

  貯蔵品 151

  繰延税金資産 65,912

  その他 30,966

  流動資産合計 3,217,459

 固定資産  

  有形固定資産 42,286

  無形固定資産  

   のれん 91,577

   その他 112,617

   無形固定資産合計 204,195

  投資その他の資産  

   繰延税金資産 5,932

   その他 45,468

   投資その他の資産合計 51,400

  固定資産合計 297,882

 資産合計 3,515,341

負債の部  

 流動負債  

  買掛金 807,770

  短期借入金 40,697

  1年内返済予定の長期借入金 34,246

  未払法人税等 118,612

  ポイント引当金 117,186

  賞与引当金 8,190

  その他 223,841

  流動負債合計 1,350,544

 固定負債  

  長期借入金 56,974

  資産除去債務 2,449

  固定負債合計 59,423

 負債合計 1,409,968
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          (単位：千円)

          当第２四半期連結会計期間
(平成26年７月31日)

純資産の部  

 株主資本  

  資本金 523,157

  資本剰余金 534,168

  利益剰余金 1,098,795

  自己株式 △85,602

  株主資本合計 2,070,518

 新株予約権 12,022

 少数株主持分 22,831

 純資産合計 2,105,373

負債純資産合計 3,515,341
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年２月１日
　至 平成26年７月31日)

売上高 2,366,077

売上原価 1,315,750

売上総利益 1,050,326

販売費及び一般管理費 ※  837,353

営業利益 212,972

営業外収益  

 受取利息 32

 不要書籍売却益 116

 その他 73

 営業外収益合計 222

経常利益 213,195

税金等調整前四半期純利益 213,195

法人税、住民税及び事業税 113,532

法人税等調整額 △27,173

法人税等合計 86,359

少数株主損益調整前四半期純利益 126,835

四半期純利益 126,835
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年２月１日
　至 平成26年７月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 126,835

その他の包括利益  

 その他有価証券評価差額金 △312

 その他の包括利益合計 △312

四半期包括利益 126,523

（内訳）  

 親会社株主に係る四半期包括利益 126,523

 少数株主に係る四半期包括利益 －
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

          (単位：千円)

          当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年２月１日
　至 平成26年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税金等調整前四半期純利益 213,195

 減価償却費 17,643

 株式報酬費用 5,776

 ポイント引当金の増減額（△は減少） 63,169

 受取利息 △32

 売上債権の増減額（△は増加） △75,556

 たな卸資産の増減額（△は増加） △383

 仕入債務の増減額（△は減少） 89,643

 その他の資産・負債の増減額 6,230

 小計 319,685

 利息の受取額 32

 法人税等の支払額 △89,698

 営業活動によるキャッシュ・フロー 230,019

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 定期預金の預入による支出 △50,115

 定期預金の払戻による収入 50,095

 有形固定資産の取得による支出 △10,515

 無形固定資産の取得による支出 △23,079

 投資有価証券の取得による支出 △7,450

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

39,187

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,877

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 株式の発行による収入 8,500

 財務活動によるキャッシュ・フロー 8,500

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 236,641

現金及び現金同等物の期首残高 2,209,586

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,446,228
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【注記事項】

(連結の範囲の重要な変更)

当社は、当第２四半期連結会計期間に株式取得及び第三者割当増資の引き受けにより株式会社トキオ・ゲッツを

子会社化したことに伴い、当第２四半期連結会計期間から同社を連結の範囲に含めております。

なお、みなし取得日を平成26年５月31日とし、当第２四半期連結累計期間は貸借対照表のみを連結しておりま

す。

 

(追加情報)

(四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

当社は、当第２四半期連結累計期間より四半期連結財務諸表を作成しております。四半期連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項は以下のとおりであります。

　

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　２社

連結子会社の名称　

株式会社トキオ・ゲッツ

PT.TG Rights Studio Jakarta

(2) 非連結子会社の数　３社

非連結子会社の名称

Tokyo Gets L.A. Co.,Ltd.　他２社

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社３社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、四半期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも四半期連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。

　

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用している関連会社

該当事項はありません。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

持分法非適用会社の数　３社

持分法非適用会社の名称

Tokyo Gets L.A. Co.,Ltd.　他２社

(持分法適用の範囲から除いた理由)

持分法非適用会社３社は、それぞれ四半期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても四半期連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

　

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　株式会社トキオ・ゲッツの決算日は２月28日であり、当第２四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表作成

にあたっては、５月31日現在の四半期財務諸表を使用しております。また、PT.TG Rights Studio Jakartaの

決算日は12月31日でありますが、５月31日で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

　ただし、これらの仮決算日及び四半期決算日と連結決算日との間に発生した重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。
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４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近

の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。また、組合がその他有価

証券を保有している場合で当該有価証券に評価差額がある場合には、評価差額に対する持分相当額を

その他有価証券評価差額金に計上することとしております。

② たな卸資産

商品

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

仕掛品

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物               10～15年

工具、器具及び備品 ４～10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。

(3)重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

なお、当第２四半期連結会計期間末においては、貸倒実績、個別の回収不能見込額がないため、貸倒引当

金を計上しておりません。

② ポイント引当金

顧客に付与したポイントの将来の利用に備えるため、当第２四半期連結会計期間末における利用実績率に

基づき将来利用されると見込まれる額を計上しております。

③ 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、当四半期連結累計期間に属する額を計上しております。

(4)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金と随時引き出し可能な預金からなっております。

(5)その他四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年２月１日
至 平成26年７月31日)

ポイント引当金繰入額 156,586千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年２月１日
至 平成26年７月31日)

現金及び預金 2,496,344千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

50,115千円

現金及び現金同等物 2,446,228千円
 

 

(株主資本等関係)

当第２四半期連結累計期間(自 平成26年２月１日 至 平成26年７月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。　
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第２四半期連結累計期間(自 平成26年２月１日 至 平成26年７月31日)

当社の報告セグメントは電子書籍事業のみであり、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記載を省略してお

ります。

 

(企業結合等関係)

取得による企業結合　

(1) 企業結合の概要

①  被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称   株式会社トキオ・ゲッツ

事業の内容         キャラクタータイアッププロモーション、情報コンテンツ提供

②  企業結合を行った主な理由

当社が長年培った著作権者、出版社との関係性と、株式会社トキオ・ゲッツが有するアニメ製作・プロデュース

会社との関係性による相乗効果で、エンターテインメント業界における事業展開力の向上と事業領域の拡大を目指

してまいります。また、アジアを中心とした海外拠点を活用することで将来、海外での電子書籍配信事業の基盤を

構築し、グローバル展開に取り組んでまいります。

③  企業結合日

平成26年６月６日

④ 企業結合の法的形式

株式の取得

⑤  結合後企業の名称

変更はありません。

⑥  取得した議決権比率

60.0％

⑦  取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価とした株式取得により、被取得企業の議決権の60.0％を取得したためです。

　

(2) 四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

みなし取得日を平成26年５月31日としており、当該子会社については、平成26年５月31日現在の財務諸表を基礎と

して連結決算を行っているため、当第２四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書には、被取得企業の業績は

含まれていません。

　

(3) 被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 120,026千円

取得に直接要した費用  5,750千円

取得原価 125,776千円
 

　

(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①  発生したのれんの金額 

91,577千円

②  発生原因

今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。

③  償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年２月１日
至 平成26年７月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 27円62銭

    (算定上の基礎)  

   四半期純利益(千円) 126,835

   普通株主に帰属しない金額(千円) ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 126,835

    普通株式の期中平均株式数(株) 4,591,743

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 26円74銭

    (算定上の基礎)  

   四半期純利益調整額(千円) ―

    普通株式増加数(株) 150,871

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

―

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成26年９月11日
 

株式会社  イーブックイニシアティブジャパン

取締役会  御中
 

　

有限責任監査法人  トーマツ  
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   北   地   達   明   ㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   淡   島   國   和   ㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社イー

ブックイニシアティブジャパンの平成26年２月１日から平成27年１月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間(平成26年５月１日から平成26年７月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年２月１日から平成26年７月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社イーブックイニシアティブジャパン及び連結子会社の平

成26年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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